
1．は じ め に

我が国では，2015 年に団塊の世代が前期高齢者
（65～74 歳）となった．高齢者人口は，2015 年に 3,392
万人となり，団塊の世代が後期高齢者（75 歳以上）と
なる 2025 年には 3,657 万人に達する．その後も高齢者
人口は増加を続け，2042 年に 3,878 万人でピークを迎
え減少に転じると推計されている．高齢者となれば直ち
に介護や支援が必要となるわけではなく，65～74 歳で
要支援・要介護の認定(用語)を受けた人の割合はそれぞれ
1.4% と 3.0% であるのに対し，75 歳以上では要支援・
要介護の認定を受けた人の割合は，それぞれ 8.8%，
23.3% となっており，75 歳以上になると要介護の認定
を受ける人の割合が大きく上昇する(1)．団塊の世代が介
護を受ける可能性の高い後期高齢者となる 2025 年度に
掛けて，医療・介護の給付費が急激に増加する．介護に
限って見ても 2015 年の 10.5 兆円から 2025 年の 19.8 兆
円に増加すると推計されている(2)．介護人材も不足する
見込みである．厚生労働省の需給推計(3)によれば，2025
年の介護人材の需要見込みが 253.0 万人であるのに対
し，現状推移シナリオによる介護人材の供給見込みは
215.2 万人となり，その需給ギャップが 37.7 万人とな
る．
高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加や介護期間の

長期化などの介護ニーズの増大，核家族化の進行や介護
する家族の高齢化など要介護高齢者を支えてきた家族を

めぐる状況の変化に，高齢者介護に関する従前の制度に
よる対応には限界があった．2000 年に，高齢者の介護
を社会全体で支え合う仕組みである介護保険制度(4)が開
始された．この介護保険制度では，単に介護を要する高
齢者の身の回りの世話だけでなく高齢者の自立を支援す
ることを理念とし，利用者の選択により多様な主体から
保健医療サービス，福祉サービスを総合的に受けられ，
給付と負担の関係が明確な社会保険方式を採用してい
る．制度は 3 年ごとに見直され，第 6 期計画（2015～
2017 年）では，団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年
を目途に，重度な要介護状態となっても住み慣れた地域
で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができ
るよう，医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的
に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築を実
現するとされている．
介護に限らず超高齢社会（総人口に対する 65 歳以上
の高齢者人口が占める割合である高齢化率が 21% を超
えた社会であり，我が国では 2007 年から超高齢社会と
なっている）を支える情報通信技術についての期待は大
きく，本会誌(5)でも解説されているように多くの研究プ
ロジェクトが進められている．介護人材の確保，介護者
負担軽減等，介護分野における情報通信技術への期待は
大きいものの，実際の介護現場における情報通信技術活
用は十分進んでいるとは言えない．本稿では，介護分野
について概観し，介護分野における情報通信技術利活用
の現状と期待について，介護事業に従事する方々へのア
ンケートを交えながら解説し，高齢者介護で期待する情
報通信技術について本会会員の皆様のヒントとなる情報
を提供したい．

2．介護と情報通信技術

介護と情報通信技術について論じる前に介護保険につ
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いて主要な関係者やサービスについて理解する必要があ
る．介護保険は，市町村などが保険者となり，利用者で
ある被保険者，介護サービスを提供する介護事業者に
よって運用されている．もちろん制度や財源等について
の情報通信技術の利活用も期待されているが，よく話題
として挙がるのは，事業者が利用者に提供する介護サー
ビスについての情報通信技術活用の期待であろう．介護
サービスの中でも代表的な身体介護のうち，生活を送る
上で欠かすことのできない食事介助，入浴介助，排泄介
助は 3大介護と呼ばれる．入浴介助であれば，単に利用
者の体を洗えばよいというわけではなく，事前に取り決
められたケアプランに従ってサービスを提供し，利用者
の状態や介護の内容等一連の介護記録を作成することが
求められる．この介護記録は事業者の職員間で共有さ
れ，円滑なサービス提供に不可欠なものとなる．文献
(6)では，記録と伝達が介護の要であると述べ，この記
録と伝達を正確に素早く行うための情報通信技術活用事
例について紹介している．

3．介護職員を対象としたアンケート

介護分野における現状の把握と情報通信技術で解決で
きる課題探索のため，大阪府社会福祉事業団の複数の介
護施設の職員を対象に 2017 年 5 月 11～18 日にアンケー
ト調査を実施し，25 名から回答を得た．回答者の属性
を図 1に示す．各属性の分布から，利用者に介護サービ
スを提供する介護士が大半（約 80%）であり，女性も
多く活躍しており，年齢層も幅広いことが分かる．施設
の種別も要介護認定の度合いや利用形態によって様々な

ものがあることが分かる．なお，介護保険制度における
施設種別はこれで網羅しているわけではなく，分布もあ
くまで調査対象の一例であることを付記しておく．アン
ケートは，2016 年 12 月 1 日の施設見学と職員へのヒア
リングを元に作成した．情報通信技術等の活用が期待さ
れる事項は何かを選択肢を提示すると同時に日勤・夜勤
別に勤務実態の調査とそのときに困ることを自由記述が
追加できる形式で調査した．調査対象者の日勤・夜勤別
のタイムスケジュールの典型的例について，図 2 に示
す．この図からどのような介護が実施されているかが読
み取れる．
始めに全体的な傾向を俯瞰し個別の要望について紹介
する．件数が多かったものについて図 3に示し，以降で
情報通信技術との関連について考察する．本会の読者に
は意外なことかもしれないが，2．で述べた 3 大介護を
はじめとする介護サービスそのものに直結する情報通信
技術への要望は多くはなく，入浴介助が 4件，食事介助
が 0件，排泄介助が 1件であった．これは，介護サービ
スの基本は介護職員の力量（マンパワー）によるところ
が多く，結果として情報通信技術というよりもロボット
技術等のマンパワーを補完する形の期待につながったと
考えられる．情報通信技術に対する期待感と比較する際
の参考とするため，ロボット技術等への個別の項目につ
いても触れる．最も件数の多かったものは腰痛防止の
16 件であった．既に，入浴介助のためのリフト装置や
壁面を開閉でき，またぐ必要のない介護用浴槽（図 4）
が導入されている介護施設もある．また，入浴以外の介
助においても装着型の介護ロボットが開発(7)されてい
る．
情報通信技術に関係し最も多くの期待を集めたもの
は，介護記録が簡単に入力できるようすること（図 3の
介護記録，20 件）であり，参考として挙げた腰痛防止
よりも件数は多い．図 2の日勤の場合は，おおむね，勤
務開始から 12 時間たってからの介護記録を入力し，夜
勤の場合は，空き時間に介護記録を入力している状態で
ある．具体的内容として，「記録が PC でないとできな
い．棟に 1台しか PCがないので空いていないと後回し
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■ 用 語 解 説
要介護認定 介護保険制度において，対象となる方が介
護や支援を必要とする状態にあるかどうか，その中でどの程
度か（要介護 1～5，要支援 1～2）を，全国一律の基準に基
づいて認定している．認定された要支援・要介護度によっ
て，支給限度額や利用できる介護サービスが異なる．

■

図 1 アンケート対象者の属性



にして忘れがち」「食事摂取表，排せつ表などの入力が
時間短縮になるもの」「申し送り事項を転記するのが手
間である」「各部署全ての情報を共有できるもの」など
の要望が挙がった．これは，単に PCを配備すればよい
というわけではなく，音声認識技術やセンサ等を活用し
た負担の少ない入力インタフェースや職員間の効率的な
情報共有のためのシステムが求められていると考えられ
る．
また，別の入居者の対応などの業務中に，ケアができ
ていない入居者の話し相手になるような何か（図 3の話
し相手，15 件）も要望が多かった．具体的内容として，
「一人対応中にすぐに（ほかへ）行けない，一人に時間

を掛けていられないことがある」「傾聴をサポートして
ほしい」という要望が挙がった．図 2の夜勤の勤務状況
からも分かるように，夜間は各フロアに介護士が一人し
かいないところで，20 名程度の入居者のケアをしなけ
ればならない．一人のトイレ介助をしているときに，別
のトイレ介助で呼び出されることもある．他のフロアで
手の空いている介護士を呼ぶ手段もない上，各フロア間
のサポートをしていたら，介護士は仮眠の時間さえなく
なる．「夜間動作自動検知（4 件）」「夜間呼出自動制御
（4 件）」にも関連することであるが，対応が必要な事象
認知から対応すべき優先順位の判断への一貫したプロセ
スについて，センシングから介護担当者への情報提示ま
での様々な情報通信技術の活用が期待される．
介護施設では，利用者が能動的に使用するナースコー

ルやベッド横に設置して起き上がりやずり落ちを検知す
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図 2 日勤・夜勤別タイムスケジュール例

図 3 情報通信技術等の活用が期待される事項

図 4 壁面を開閉でき，またぐ必要のない介護用浴槽



る離床センサマット（図 5）が使用されている．既存の
ナースコールシステムを使用して報知するタイプでは利
用者がナースコールを使用したのか離床センサマットで
検知したのかが区別できない．また，入居者がケーブル
を抜いてしまうこともあり，製品の改善も求められる．
センサマットの検知やナースコールについて，「ハイリ
スクのものから表示するシステム」「検知しても人数が
いないと対応できない」「起き上がりが分かる手段がな
い」という要望が挙がった．これらの要望については，
利用者の動作を検知する無線センサネットワークからハ
イリスクな事項を高精度に提示するAI 等，多種多様な
情報通信技術を統合したシステムの研究開発が期待され
ているようである．
ここまで，介護サービスの利用者に直接関係する事項
について述べた．これらに加え，利用者に直接関係しな
いいわゆるバックオフィス業務についても要望が挙がっ
ている．ヒヤリ・ハットすることがあったが利用者に影
響のなかったインシデント，同様のことがあり利用者に
影響があったアクシデントの事例を全国の介護施設で共
有できること（図 3のインシデント・アクシデントの共
有，4 件），新任や定期的な職員研修のための e ラーニ
ング教材（図 3 の研修，7 件）についても要望が挙がっ
た．e ラーニング教材は介護分野特有というわけではな
いが，図 1に示すように職員の年齢層も幅広く必ずしも
IT スキルが高いわけではない．ICT に慣れていない人
でも使いやすいインシデント・アクシデントの共有シス
テムや e-ラーニング教材が求められていると考えられ
る．

4．お わ り に

本稿では，介護分野について概観し，介護分野におけ
る情報通信技術利活用の現状と期待について，介護事業
に従事する方々へのアンケート調査を交えながら述べ

た．アンケート調査についてまとめると，介護職員は，
「準備に時間を要せず」「（準備や操作が）面倒でなく」
「簡単」に使用できる機器等を求められている．加えて，
介護保険は社会保険として運用されているため，施設の
管理者は「利用者にとって安心安全」「安価」「効率的」
な機器やサービスを求めている．健康・医療・介護分野
における ICT 化の推進は我が国の重要課題であり，厚
生労働省から ICT 化の将来像とその実現に向けた具体
的方策(8)が示されている．この中で，目指すべき将来像
（10 年後の将来）として「今後，我が国は，社会の変化
に即応し，医療・介護の質の向上と国民の健康づくりを
推進するとともに，社会保険の持続可能性を確保してい
くために，国，自治体，医療機関，介護事業者，保険
者，国民が一丸となって，情報共有や情報の利活用の高
度化を進め，情報による付加価値を高めていくことがで
きる社会を目指す必要がある」とある．この喫緊の社会
的課題の解決のため，本会の会員の皆様にも御専門とさ
れていることが介護分野で活用できないか御検討頂きた
い．
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図 5 離床センサマット


